
 118 

租税 外 企業 公的 担 概要 

1 社会保険料34 

社会保険料 担 概要 

社会保険 金保険 失業保険 健康保険 護保険 労災保険

担構造 う い  

公的 金 職域 得比例 金 あ 一般被用者 強 入

い 一部 業種 自営業者 任意 入 い 金支給開始 齢 徐々 引

2007 立 金 給開始 齢調整法 2012

2029 現 65 67 段 的 引 過程 あ  

療保険 連邦保健省 BMG 設置 い 連邦保険庁

Bundesversicherungsamtes: BVA 管轄 い 公的 療保険 民間 療保険

給 得 入義 限 2011 現 4,125€

超え 場合 公的健康保険 民間 療保険 入 択

出来 入義 限 満 給 得 場合 公的健康保険 強 入 公

的 療保険 い 割合 ～ 割程 い  

護保険 1994 護保険法 Soziale Pflegeversicherung 定

1995 施行 護保険 健康保険 付 いう原則 あ 健

康保険 被保険者 護保険 被保険者 基 的 一 あ  

護保険 給付 象者 肉体的 精 的 病気及 害 常生活

い 的 護 最 6 必要 扶養家族 若

者 要 護状態 場合 護保険給付 能  

失業給付 社会保険料 源 就労 失業給付 税 源

基礎保 提供 失業給付 あ 失業給付 職前 均的 報酬

子 い 場合 67 子 い い場合 60 給付 出来

給付期間 職前 5 間 被保険者期間 齢 応 6～24 い 労

働付 社会保険料 企業活動 用 活性

失業給付 I 保険料率 6.5 2006 →4.2 07 →3.3 08 →2.8 09

→3.0 11 引 い 失業給付 自身 金 僅

就労 能 者 生計維持 最 限 給付 行う あ  

労災 源 業主 社会保険料 全 担 い 保険料率 業組合等

前 支出実績 基 い 決定 均保険料率 1.3 程 移 い

労災 業 災害 通勤災害 職業病 給付  

 

                                            
34 各社会保険 改革 い . 社会保 概要 参照 い  
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表 度分野 日独比較 

度分野 日本

金

度種

国民 金

基礎 金

厚生 金 共済 金

企業 金

金保険

鉱山鉄道海 金保険

農業者老齢扶助制度

源 社会保険料+税 社会保険料＋税

運営主体

日本 金機構 特殊法人

金積立金管理運用独立行政法人

国民 金基金

厚生 金基金等

連邦労働社会省
金保険

鉱山鉄道海 金保険

農業老齢金庫

療

度種 健康保険 協会 国民健康保険等
法定疾病保険

農業疾病保険

源 社会保険料＋税 社会保険料＋税

運営主体
健康保険組合 全国健康保険協会 社会
保険事務所 地方自治体 共済組合等

連邦保健省
疾病金庫 一般 企業 代 農業 船
員等

護

度種 介護保険 介護保険

源 社会保険料＋税 社会保険料＋税

運営主体 市 村 保険者
連邦保健省
介護金庫 実態 疾病金庫 一

失業

度種 用保険
失業手当

失業手当 求職者基礎保障

源 社会保険料＋税 社会保険料＋税

運営主体
国 保険者

公共職業安定所 窓口業務

連邦労働社会省
連邦 用庁 地方 用局 地域 用庁

公共職業安定所 給付

労災

度種 労災保険 労災保険

源 社会保険料 全額事業主負担 社会保険料 全額事業主負担

運営主体

国

都道府県労働局 収納 労働基準監督署
給付

連邦労働社会省
全 労災保険組合 DGUV： 9

業者組合 BG 公的保険労災保険金庫
農業災害保険組合

 

注 運営主体 斜 体 連邦 管省庁 示 い  

 

表 社会保険 担率 賦課限度  

社会保険
社会保障負担率

賦課限度額 額
合計 会社負担 従業員負担

金保険
Rentenversicherung 19.9％ 9.95％ 9.95％ 5,500€ 旧西

4,800€ 旧東
失業保険

Arbeitslosenversicherung 3.0％ 1.50% 1.50% 5,500€ 旧西
4,800€ 旧東

健康保険
Krankenversicherung 15.5％ 7.3% 8.2% 3,712.50€

介護保険
Pf legeversicherung 1.95％ 0.975% 0.975% 3,712.50€

労災保険
gesetzliche Unfallversicherung

企業
応 設定

企業
応 設定 －
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社会保険料 担 変  

社会保護 入全体 占 一般 府 担 社会保険料 担 構 割合

い 比較 表 あ

い 1995 降 一般 府 担割合 徐々 昇 社

会保険料 担割合 徐々 い 国 社会保護支出

源 う 社会保険料 担 抑 一方 一般 府 担 替 い

え 社会保険料 担 中 業主 担 引 共

被保険者 担 い 少 高 形 い 35
 

社会保険料率 移 2000 半 金 健康 失業

護 保険料率 合計 40 超え い 最近 30 抑 い  

 

表 社会保護収入 源 構成割合 ％  

一般政府負担 社会保険料負担
事業主負担 被保険者負担

独 仏 瑞 英 独 仏 瑞 英 独 仏 瑞 英 独 仏 瑞 英
1995 28.7 21.5 49.3 50.5 68.6 74.9 42.7 48.7 39.9 47.4 37.4 25.4 28.7 27.5 5.3 23.3

2000 32.1 30.3 45.8 46.4 65.6 65.9 50.0 52.4 38.0 46.0 40.5 29.9 27.6 19.9 9.4 22.5

2005 35.2 30.6 48.3 49.6 62.9 65.6 49.4 48.8 35.1 44.7 40.7 34.8 27.8 20.9 8.7 14.0

2010 36.7 34.1 51.2 45.6 61.6 63.9 46.9 46.9 33.0 43.0 37.5 34.3 28.5 20.8 9.4 12.6

2011 35.2 34.7 52.6 47.9 63.1 63.3 45.2 44.0 33.5 43.0 35.6 31.2 29.6 20.3 9.6 12.8  

資料 Eurostat 

 

表 社会保険 担率 

17.0 18.0 18.7 18.6 19.3 19.1 19.5 19.5 19.5 19.5 19.5 19.9 19.9 19.9 

8.2 
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12.5 13.2 13.6 13.6 14.0 14.3 14.2 13.7 13.3 13.9 14.0 14.6 
1.3 

3.0 
4.3 

6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 6.5 4.2 3.3 2.8 

26.5 

32.4 

35.5 

39.3 
41.1 40.9 41.7 42.0 41.9 41.4 41.0 

39.7 39.0 39.3 
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45 

1970 1980 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

介護

用

医療

金

社会保険料率：％

 

資料 経 術省 ”A Growth Policy to Fit Cyclical Conditions 2009 Annual Economic 

Report” 

                                            
35 松 勝明 2012 社会保 源 見直 海外社会保 研究  
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社会保険料 担 わ 業主 担 抑 背 失業率 高 あ

失業率 引 昇 金付 社会保険料

担 引 首相 公約 い 料率

労使併 総 金 40 抑 目標 掲 保険料率 引 向

金 療保険 改革 実施 36 う 方針 2005 降 引

い 社会保 改革 前述 通 社会保険料 担 抑

連 目 再掲 通 あ  

 

表 失業率 移 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9 1 5 9

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

失業率：％

 

資料 Eurostat 

注 季節調整値 

                                            
36 藤 健 郎 2006 新連立 金 策 海外社会保 研究  
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表 主 社会保険料 担抑 措置 

 金 療 そ  

1998    付 価値税 増税

金 投入 

1999    環境税 入 環境税率

2003 徐々

引 税 大

半 金 補填 利

用 金保険料率 引

 

2004  金保険料率 定 措

置 

 保険原則 馴 い

給付 連邦 担

入 

 被用者 保険料率

0.9 入 

 

2005    子 い い被保険者

護付 保険料

入 

2008    子 い 被保険者

い 護保険料率

引  

2010  金保険料率 引    

2011   用主 担 7.3 固定  

 

 

2 企業 拠出 趣旨 根拠37 

社会保険料 担 社会法 Sozialgesetzbuch SGB 法 い

社会法 各社会保 基 法 あ 全体的 構造 表 通

い  

 

                                            
37 節 厚生労働省 2011～2012 海外情勢報告 玉 章筰 2011 社会保

参照 い  
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表 社会法典 構造 

 

資料 Michel Kittner, Arbeits- und Sozialordnung, 35.Aufl., 2010, S.1009 玉 章筰 2011

社会保 筆修  

 

公的 金 社会法 第 6 療保険 い 社会法 第 5 護保険 社会

法 第 11 失業保険 社会法 第 3 法 い 金保

険料率 社会法 第 6 い 金 状況 応 金保険料率 調整

規定 い 保険料 担 自動調整機能 社会保 担 多 国 労使

半 い 療保険 入 参考 共 金庫

い 担 労使 半 共 金庫 い 労使 半方式 用 い

背 主 出 い 運用 困 主 出

運営 言 持 出来 い 企業 家族

経営 いう思考 強 指摘 38
 

各社会保 い 前述 載 参照 い  

                                            
38 国 識者 結果  
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3 用関連規 法 い  

労働 場改革 改革 2010
39

 

前述 通 2000 入 失業率 昇 い う 中

硬直 労働 場 労働 失業率 高 い いう

識 持 う 2002 ワ 労

担当役員 あ 氏 長 委員会 通称 委員会 立

あ 労働 場改革 い 諮問 行 委員会 答申

2003 労働 場 改革 方向性 2010 いう 策

2003 2006 改革

労働 場改革  

改革 第 法 第 法 構 い 2003 施行 第

法 第 法 職業 定 就労 型組織 改 共 失業者

派遣労働者 職業紹 組 入や 起業支援 得税や社会保険料 一部免

入  

2004 施行 第 法 連邦 用庁 連邦 用 改組

共 各地 用局 用 機能強 行

2005 施行 第 法 前述 失業手当 入 行い 長期失業者

給付 生活保護 相当 社会扶 統合 長期失業者 就労

組 入  

一連 労働 場改革 中 解 限法 期契約法 改革 い

2003 労働 場改革 中 経営 必要 基 解 あ 提 期間

過 使用者 労働者 補償金 支払う 労働者 解 訟 提起 い いう条

件 満 時 補償金解決 う 解 規 5 人

業 適用 い いう規定 え 新規 用 労働者 い 10 人

業 い 解 規 適用 外 期契約 い 新規企

業 期 用規 和等  

                                            
39 節 労働 策研究 研修機構 2006 労働 場改革 鶴 郎

2013 労働 場改革 学 経 新聞等 参考 い  
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表 改革 流  

施行  法  主要 項目 

2003  

 

第 法  用局 職業 定 相当 改 就労  

 職業紹 迅 措置 

 失業者 派遣労働者 職業紹 行う 組 入 

第 法  失業者 起業 場合 補 金 入 

 得税や社会保険料 一部免 入 

2004  第 法  連邦 用庁 連邦 用 改組 失業給付 担

う機 職業紹 担う機 転  

 用 運営資金 手当  

2005  第 法  失業手当 入 

(出 ) 労働 策研究 研修機構 2006 労働 場改革 作  

 

 

用 連規 国 比較 

 用 連規 強 い OECD 資料 各

国 無期労働者 permanent worker 用保護指標 い

OECD 中 最 用保護 強い 特 個人解 要因 い

い 大 い  

 規労働者 用保護指標 時系列変 少

用保護 弱 い 言え い状況 い  
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表 無期労働者 対 用保護指標 個人解 要因 団解 要因  
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(出 ) OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

(備考) 

EPRC_V3 全体 13 個人解 用要因 5/7 団解 要因

2/7 構 指標 数値 あ  

数値 大 い 用保護 程 強い 示 い  

Permanet worke 用保護指標 あ  

2013 値 あ 示 い 国

2012 値 あ  
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表 規労働者 対 用保護指標 次 移 

    

1990 2.583 - - 

1995 2.679 - - 

2000 2.679 2.949 - 

2005 2.869 3.085 - 

2010 2.869 3.085 2.978 

2013 2.869 3.085 2.978 

(出 ) OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

(備考) 1 全体 8 個人解 用要因 構 指標 2 全

体 12 個人解 用要因 5/7 団解 要因 2/7 構

指標 全体 12 個人解 用要因 5/7 団解 要因

2/7 構 指標 あ 定義 あ  

 

 期契約労働者 temporary employment 規 状況指標

い 全体 OECD 均 回 用規 相 的 弱い国

い 中 労働者派遣 い やや強い状況 あ  

 期契約労働者 規 状況指標 時系列 長期的 規 弱

い 傾向 顕著 あ 直近 い やや規 強 い

 

 

 結果 用規 い 無期契約労働者 い Ｕ 中

最 強い状況 あ 期契約労働者 い 第 規 弱 い

状況 い いえ  
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表 期契約労働者 規 状況指標 
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OECD 均: 2.08 

 

出  OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

備考  

 EPT_V3 全体 8 期 用 労働者派遣 構 指標 数値 あ  

 数値 大 い 用保護 程 強い 示 い  

 2013 値 あ 示 い 国

2012 値 あ  

 

表 期契約労働者 規 状況指標 次 移 

 1 3 

1990 3.250 - 

1995 3.125 - 

2000 2.000 - 

2005 1.000 - 

2010 1.000 1.542 

2013 1.125 1.750 

(出 ) OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

(備考) 1 全体 6 期 用 労働者派遣 構 指標

3 全体 8 期 用 労働者派遣 構 あ 定義 あ
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参考 女性 用者比率 

 参考 女性 用者比率 EU 各国 被 用者

2012 時 女性比率 管理職 Managers い

28.6 EU 諸国 均 EU28 国 均値 33.3 回 い

専門職 Professionals い 44.2 EU 諸国 均

EU28 国 均値 51.7 回 い  

 

表 ＥＵ各国 管理職 専門職 被 用者 女性比率 2012 ：％  
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出 Eurostat” Employment by sex, age and professional status”  Last 

update: 09-01-2014  
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労働時間規 い  

労働時間規 強 国 比較 一覧表 示 う

行研究 い う あ 節 労働時間 現状 概観 共

最近時 労働時間規 変 い 整理  

Ｕ 盟国 労働時間 状況 い Ｕ 盟国 大

い 生 い い 背 EU 法 労働時間規 あ  

 

表 ＥＵ加盟国 労働時間 状況 

 

出 労働 策研究 研修機構 労働時間規 諸外国 い

調査 2012 3  

原資料 Eurofound(2011) 

出 注 1 当 最長労働時間 直接 法規定 い場合  1 当

休息期間 11 時間 法 い 場合 最長労働時間 13 時

間 含 当 法定最長労働時間  1 当 時間

算 各国 均実労働時間 労働者 主業

main job  
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最近時 労働時間 巡 状況 40

2008 金融 機 近 軟 労働時間 非常 効果的 作用

体的 労働時間 活用 操業短縮手当 府 金 併用

大 失業者 出 気回 繋 挙 い  

 

労働時間 主 労働協約 枠 実施 労働時間 労働時間回廊

中心 い 労働時間回廊

標準労働時間 均値 労働協約 決

実 労働時間 協約 定 一定 時間 範 幅

あ 一定期間 労働時間 均値 標準労働時

間 調整 い 実 労働時間 標準労働時間 差

個人 労働時間 録 管理 調整

 

操業短縮手当 操業短縮手当 Kurzarbeitergeld 操業短縮 伴う労働者 入

一部 補償 措置 一 あ 企業 経

的要因等 操業時間 短縮 業員 用維持 場合 連邦

用 BA 申請 操業短縮 伴う 金減少

一部 減少 60 扶養義 あ 子供 場合

67 補填 操業短縮手当自体 1969 創設

2008 秋 降 世界的 経 機 応 6

18 延長 2009 初夏 新 措置 中 最大 24

延長  2009 2010  5 張措置 延長

 

 

う 新 い労働協約 労働時間短縮 方策 い 高齢者就業 増 見込

ワ や生涯学習 要請 中 支

え 多様 労働時間 う 運用 大 い  

 

 労働組合組織率 労働協約 率 い  

労働組合 組織率 2010 時 18.5 OECD 均

回 い 示 い い 時系列 労働組合組織率

2000 降 徐々 い  

一方 労働協約 率 労働組合 入 無 わ 労働協約 範

                                            
40 載 労働 策研究 研修機構 労働時間規 諸外国 い 調

査 2012 3 第 章 載 い  
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労働者 割合 い 60 超え OECD 均 回

い 労働時間規 う 労働協約 大 い  

 

表 労働組合組織率 各国比較 
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表 労働協約 率 各国比較 
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4 動向 

近 社会保 費 い 使用者 担 抑 被用者 担 い

う流 い 労働組合 う 流 論 い 労働組合

使用者 担 増 結果的 経 や 企業 海外流出

知 い 企業 社会保 費 担増 求 最 金

入 求 い  

被用者 担抑 流 CDU/CSU 教民主 盟 教社会 盟

寄 CDU/CSU 使用者 担 減 う い

足 い 税 補 いう 使用者保護 考え方 あ SPD

社会民主党 社会保 使用者 担 増や う い 大連立 中

合い い い 考え 41  

 

2011 療保険 改革 用者 療保険料 担 抑え 被用者 担

増や 方向 改革 健康維持 企業業績 連結 あ 程

経営者団体連盟 良い結果 考え い 経営者

団体連盟 働 あ 療保険 改革 過程 労働付 使用者

被用者 社会保険料 担 合計 40 抑え う いう

経営者団体連盟 社会保 担 増 被用者 わ

い 識 い 被用者 担 増や 金 昇

力 あ 経営者団体連盟 金 い 公的給付 抑 個人

資 基 老 保 金 金 及 え い  

 

 

 

                                            
41 2段落 国 識者 結果  


